【資料２】
秋田県認知症施策推進計画策定事業業務委託仕様書
１　業務の名称
　　秋田県認知症施策推進計画策定事業
２　業務の目的

共生社会の実現を推進するための認知症基本法（令和６年１月１日施行）に基づき、都道府県は地域の実情に即した実効性のある認知症施策推進計画を策定することが求められている。

計画策定にあたっては、基礎資料の分析や認知症施策の課題整理を行うほか、認知症のある人や家族等の意見を聴いた上で、その意見を施策に反映させるための会議等を開催するなどの準備を行い、計画策定業務を円滑に遂行することを目的とする。
３　委託期間

令和７年８月１日から令和８年３月３１日まで

４　実施場所
　　秋田県内

５　計画の概要
（１）計画の名称
秋田県認知症施策推進計画（以下、「本計画」という。）
（２）計画期間
令和８年度から令和１２年度までの５年間
６　業務内容
（１）現状分析や施策の課題整理の支援
認知症に関するデータを整理及び分析して基礎資料とすることや、県の認知症施策について国の動向や認知症をめぐる状況を踏まえた課題整理を行うことを支援する。
（２）計画体系の設計
国の認知症施策推進基本計画（以下、「基本計画」という。）の章立てを基本として、施策の方向性や具体策を提案する。
（３）「本人の声を丁寧に聴く場」等の運営支援
　　　単に意見聴取や調査でなく、認知症のある人と対話による意見交換を行うための「本人の声を丁寧に聴く場」の運営支援を行う。
　　・実施地区　２地区
　　・実施回数　地区ごとに３回（計６回）
※ただし、各地区の３回目については計画原案作成後のフィードバックとする。
　　・具体的業務　開催に係る調整、資料等の作成、意見の整理・分析についての支援、必要に応じた会への出席

（４）「家族等の声を丁寧に聴く場」等の運営支援

単に意見聴取や調査でなく、家族等と対話による意見交換を行うための「家族等の声を丁寧に聴く場」の運営支援を行う。

　　・実施地区　１地区

　　・実施回数　２回
※ただし、２回目は計画原案作成後のフィードバックとする。
　　・具体的業務　開催に係る調整、資料等の作成、意見の整理・分析についての支援、必要に応じた会への出席


（５）検討委員会等の運営支援
本計画を策定するための検討委員会等における資料等の作成支援や、必要に応じた会議への出席を行う。開催スケジュールや会場、内容等について、協議により決定するものとする。
（６）パブリックコメントの実施支援
　　パブリックコメントを行うための資料の作成、提出された意見の分析、整理等を支援する。

（７）計画原稿等の作成支援
本計画について、骨子、素案、原案の原稿作成支援を行う。
７　実施にあたっての留意事項
（１）業務管理責任者の配置

業務全般についての計画、立案、進捗管理等、本業務を統括する業務管理責任者を配置すること。

（２）工程表の等の提出

　　　契約締結後速やかに、作業工程表、業務管理責任者及び各業務担当者一覧を県に提出すること。
（３）県との打合せ

県と業務管理責任者は常に密接な連絡を取り、業務の方針決定及び条件等の疑義を正すこととする。その内容についてはその都度、受託者が書面に記録し、相互に確認することとする。
（４）業務の管理及び報告

次に掲げる区分に従い、業務内容の記録及び実績等の報告を行うこと。

1 業務完了報告書

令和８年３月３１日までに、委託期間中に実施した全ての業務についてとりまとめ、業務完了報告書を提出すること。

2 個人情報の取扱

個人情報保護法及び個人情報取扱特記事項（以下「特記事項」という。）を遵守する　　　こと。なお、事業を完了した時は、特記事項第１３の規定により対応すること。
3 進捗状況の報告

受託者は、業務の進捗状況について定期的に県に報告すること。ただし、業務実施上、問題が生じたときは、遅滞なく報告すること。
4 その他

必要に応じて、県から求められるデータの収集に対応すること。
（５）国の指針等
本計画の策定にあたっては、基本計画や国の指針等を勘案し、策定の趣旨を踏まえた内容とすること。
また、最新情報や事例の収集を行い、本業務への反映に努めるとともに、実効性の高い具体的な提案を行うこと。
（６）多様な主体との連携等
医療・福祉分野だけでなく、小売、交通、雇用等、認知症のある人及び家族等の生活に根ざした分野横断的かつ多様な主体との連携・協力体制構築のための提案・実施支援を行うこと。

８　成果物
（１）成果物

　　　受託者は、本業務の成果として次に掲げる成果物を提出するものとする。
　　なお、電子データは原則、編集可能な形式（Ｗｏｒｄ・Ｅｘｃｅｌ等）と県公式ウェブサイト掲載用のＰＤＦ形式の両方を提出すること。③から⑤及び⑦については作成の都度提出すること。

① 秋田県認知症施策推進計画（表紙、裏表紙のデザインを含む）
（単色刷り、Ａ４版、４０頁程度）：４０部
② 秋田県認知症施策推進計画概要版

3 「本人の声を丁寧に聴く場（仮）」等や検討委員会の資料等
4 業務打合せ記録及び打合せに使用する資料等
5 その他本業務のために作成した資料等
6  実施業務の内容や成果等をまとめた業務報告書
⑦ 上記①から⑥の電子データ一式
（２）成果物の帰属
　　　本事業の成果物に関する著作権その他権利は、すべて県に帰属するものとする。
９　契約に関する条件等
（１）契約金額
本業務の契約金額には、本業務に係る一切の経費を含む。

（２）再委託等について
①　受託者は、本業務の全てを一括して第三者に再委託し、又は請け負わせてはならない。

②　受託者は、本業務の一部を第三者に委託することができるが、その場合は再委託する業務内容等について事前に書面にて協議し、県の承認を得ること。

（３）機密の保持　

受託者は、本業務（再委託をした場合を含む）を通じて知り得た情報を機密情報として扱い、目的外の利用、第三者に開示及び漏洩について、万一問題が発生した場合は、受託者が責任を持って対応すること。契約終了後も同様とする。

（４）関係法令の遵守
受託者は、本業務（再委託をした場合を含む）を履行するうえで、著作権・肖像権、その他いかなる権利も侵害しないこと。万一問題が発生した場合は、受託者が責任を持って対応すること。
１０　経費

（１）対象経費
本業務の対象経費は次のとおりとする。

1 事業実施に要する経費
　　　　　人件費、賃借料、光熱費、備品等リース・レンタル料、通信運搬費（電話及びインターネット回線料含む）、旅費、講師謝金、講師旅費、車両リース・レンタル料、燃料費、駐車場使用料、印刷製本費、消耗品費、その他県が必要と認める経費

②　上記①に係る消費税及び地方消費税
（２）備品等
①　備品等
　　　　本業務に必要となる備品等は、受託者が調達するものとする。

【受託者が調達する備品等（想定）】

　　　・パーソナルコンピューター、プリンター、電話（携帯電話含む）、通信回線（機器含む）

②　調達方法
原則としてリース・レンタルにより調達するものとし、それによる調達が困難な場合で、取得価格５万円以上の備品等を購入する場合は、県と協議すること。

１１　その他
（１）本業務の履行に必要な事項について適切に対応するため、県との打ち合わせについて、遅滞なく実施可能な体制を整えること。

（２）本業務の一部について、受託者と協議のうえ、変更する場合がある。

（３）その他、この仕様書に定めのない事項については、双方協議のうえ決定するものとする。
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